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中国からの輸入増は米国の雇用喪失につながるか 
――米中貿易摩擦に関する有識者との意見交換を通じて 
 
孟 渤・箱﨑 大 
2019年 4月 
（8,826字） 
* 写真は文末に配置してあります 
 
米中の攻防 
 
米中貿易摩擦が世界の注目を集めており、その激しい攻防は米中貿易「戦争」とも言われ
る。これを機に、21 世紀の国際ガバナンス及び国際ルール形成の構図は大きく変わるだろ
う。米中貿易摩擦の問題は、経済学、政治学、社会学など多方面から議論が可能だが、本稿
では国際経済学の視点から解説する。本稿の内容は、コロンビア大学の Shang-Jin Wei教授
らとの意見交換、そしてアジア経済研究所と世界貿易機構（WTO）、世界銀行、経済協力開
発機構（OECD）、グローバル・バリューチェーン研究院、中国発展研究基金会との連携研
究「グローバル・バリューチェーンにおける技術革新の役割（I、II）」の成果等に基づいて
いる。  
まず、米中貿易摩擦のこれまでの流れについて簡単に振り返る。2016 年の米大統領選挙
期間中、当時大統領候補であったトランプ氏が対中貿易赤字の問題を大きく取り上げた。そ
の後、トランプ氏は大統領に当選し、米中両国は以下のような一連の攻防戦を繰り広げてき
た。 
2018年 7月 6日、米国は中国からの輸入品 818品目（340億ドル）に、25%の追加関税
措置を実施した。中国も米国からの輸入品 545品目（340億ドル）に対する 25%の報復関税
措置を実施した。8月 23 日、米中両国は第 2弾の関税措置を発動した。品目数は米国 284
品目に対し中国は 333 品目、金額はいずれも 160 億ドル規模で、25%の追加関税を賦課し
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た。さらに 9月 24日、米中両国は第 3弾の追加関税措置を発動した。追加関税率は 2018年
末までは 10%、2019年以降は 25%に設定され、引き上げ対象は、米国が 5,745品目で 2,000
億ドル規模、中国側は 5,207品目で 620億ドル規模となった。その後 12月に、G20首脳会
議が開催されたブエノスアイレスで米中首脳会談が行われたが、ここで貿易摩擦が議論され、
両国は関税の 25%への引き上げを 90日間（2019年 2月 28日まで）留保することで合意し
た。 
 
交渉への米国の自信 
 
中国では「氷凍三尺、非一日之寒」（三尺の氷は一日の寒さでは張らぬ）と言うが、米中貿
易摩擦のここまでの深刻化には、それだけの理由がある。 
中国の改革開放とその後のWTO加盟を通じ、米中両国の貿易関係は極めて緊密なものと
なり、米中貿易総額は 30年余で 200倍に拡大した。同時に米国は、対中貿易赤字の拡大を
問題視するようになり、長期にわたり中国と論争してきた。これまで米国による個々の品目
についての対中アンチ・ダンピングと相殺関税措置はあったが、その貿易額は米中貿易総額
に比して小さなものであった。またダンピングの問題はWTOの紛争処理制度の枠内で解決
されるケースが少なくなかったので、今日のように米国が大規模な「貿易戦争」をも辞さな
くなったのはトランプ政権発足後のことである。米国の巨額の対中貿易赤字で多くの米国の
労働者が職を奪われていると、トランプ大統領は様々な場で述べている。 
ところで、このように戦を構える理由があったにせよ、この戦いに勝てるというトランプ
氏の自信はどこから来るのだろう。これについて Shang-Jin Wei 教授は交渉術の観点から、
トランプ氏は「原則派」というより「交渉派」で、中国の貿易依存度は米国よりずっと高い
ことから 1、米国は簡単に勝てると思ったのでは、と指摘した。また、貿易摩擦に関する従
来のWTOルールや多国間協議に依るより、二国間交渉の方が超大国・米国には有利とトラ
ンプ氏は踏んだのかもしれないと Shang-Jin Wei教授は分析する 2。問題はトランプ氏が主
張する対中貿易赤字・或いは中国からの輸入増と雇用喪失との関係が果たして成立するかど
うかである。以下で、国際経済学の観点から説明しよう。 
 
基軸通貨国のジレンマ 
 
まず、元イェール大学の経済学者 Robert Triffin が 1960年に唱えた「基軸通貨国のジレ
ンマ説」は、基軸通貨国は貿易赤字になるほかないというものだった。つまり、特定の国の
通貨を基軸通貨とする国際通貨制度の下では、基軸通貨の供給と信用の維持を同時に達成す
ることはできないというジレンマである。例えば、基軸通貨国である米国が国際貿易の拡大
に応じ国際流動性としてドルを供給し続けると、米国の国際収支は赤字となりドルの信認は
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低下する。だからと言って米国がドルの価値を維持するために国際収支を改善する政策をと
れば、国際流動性が不足し、世界経済の成長を阻害することにもなりかねない。このような
ジレンマ説は、中国の元財務大臣である Jiwei Lou氏も、米中貿易摩擦の発生原因の説明に
用いている 3。 
他方で、ノーベル経済学賞受賞者の Joseph E. Stiglitz氏は米中摩擦について、米国の経常
収支赤字は貯蓄投資バランスの結果であり、米国の過剰消費体質が変わらない限り輸入が膨
らみ、巨額の経常赤字は変わらないと指摘している 4。これはいわゆる貯蓄投資バランス論
（ISバランス論）に基づいている。このような考えは、以前の日米貿易摩擦の時代に日本の
経済学者など（例えば、小宮 1994）にもよく用いられた。世界経済の構造問題について、現
在でも日本政府は似たような考えを示している。例えば日本の財務省は、「持続可能でバラ
ンスのとれた経済成長に向けて、過度な経常収支不均衡の原因や対応の方向性を議論する。
経常収支の不均衡は、二国間の貿易上の措置ではなく、マクロ経済に関する国際協力を通じ
た貯蓄・投資バランスの適正化によって対処する必要がある 5」といった考えを示している。 
 
中国からの輸入と米国の雇用との関係 
 
次に、最新の貿易統計から二国間貿易収支をみるとどうなるだろう。Shang-Jin Wei教授
は、従来の貿易統計に従えば、米国の対中貿易赤字は 50%ほど過大評価されていると指摘す
る。その理由はグローバル・バリューチェーンの発達によって、中国の対米輸出品に他国（米
国も含む）による付加価値が多く内包されるようになったためである。このような現象は
Shang-Jin Wei教授らが 2014年に American Economic Review（以下 AER）に発表した論文
（Koopman, Wang and Wei 2014）によって理論的にも実証的にも示された。同様の主張は
2011年のWTOとアジア経済研究所との共同研究レポート（WTO-IDE 2011）でも行われ
た。 
さらに企業レベルの検証として、日本の政策研究大学院大学の Yuqing Xing 教授らは
Apple社の iPhone に関する米中貿易を考察した。彼らの研究（Xing and Detert 2010）によ
れば、2009年において iPhone1台の総製造コスト 179ドルに対し、中国労働者の貢献分が
わずか 6.5ドルしかない。結果的に、従来の貿易統計によると 2009年では iPhone貿易に関
する中国の対米貿易黒字は 19億ドルだが、付加価値ベースで推計し直すと、その額はわず
か 7,300万ドルであると指摘した。 
しかし、米国側が上記のような議論を知らないはずはない。こうした点がトランプ政権に
重要視されない、もしくは無視される理由を、われわれは以下のように推測する。まず、貿
易収支に関する従来の貿易統計と付加価値貿易による計算は二国間の場合のみ相違が生じ
る可能性があるが、一国の対世界全体の貿易収支の計算には何ら影響はないので、米国は自
国の貿易赤字総額を問題視する場合、特に付加価値貿易という概念を使う必要がないから。
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また、付加価値によって貿易赤字を計算しても、中国が米国の貿易赤字の主たる原因である
事実に変わりはないから。さらに、付加価値貿易による二国間貿易収支の厳密な推計には国
際産業連関表を必要とするが、当該表による付加価値貿易の推計は貿易統計のような細かな
商品分類でタイムリーな情報を提供することはできず、実務的な貿易交渉に用いられること
は難しいと思われるからだ。 
さらに、米国の対中貿易赤字が米国の雇用に深刻なマイナスの影響をもたらしたというト
ランプ氏の持論についてであるが、輸入浸透に注目した研究として、AER に発表された
Autor, Dorn and Hanson（2013）と Pierce and Schott（2016）があり、彼らは米国の製造業
の雇用減が中国からの輸入浸透と関係していることを実証した。しかし、Shang-Jin Wei教
授らは最近 NBER（National Bureau of Economic Research）に発表した論文（Wang, Wei, 
Yu, and Zhu 2018）において、先行研究とは異なる結果を示した。つまり、中国からの輸入
浸透は米国の雇用と実質賃金に対しプラスの影響があるというものだった。この論文では米
国の労働市場を地理的に 722の通勤経済圏に分け、特に中国からの中間財輸入の効果を検証
している。結果的に、中国からの輸入浸透が大きい経済圏は失業率が低く、このような関係
は統計的にも有意であることが示された。また、バリューチェーンの要素を考慮すれば、中
国からの中間財輸入は米国において国内バリューチェーンの下流にある産業の生産性向上
に寄与し雇用にプラスの影響があることについても統計的に有意との結果が得られた。 
Shang-Jin Wei教授によると、トランプ政権のみならず米国社会（政治界および学界）で
は、中国からの輸入による米国製造業の雇用減について重く見る人が多い。その理由は以下
の通りである。まず、中国の輸入と競争関係にある製造業は直接的な不利益（例えば 2000
年から 2014 年まで年率で 0.37%の就業者数減）を被り、不満の声が大きかった。反対に、
バリューチェーンの観点からみれば分かるように、中国からの中間財輸入は下流にある米国
製造業の生産性に寄与し、それらの企業の雇用増につながることと（例えば2000年から2014
年まで年率で 0.45%の就業者数増）、中国からの輸入と直接的な競争関係にない製造業の下
流にある非製造業が、利益を受けたが（例えば 2000 年から 2014 年まで年率で 1.39%の就
業者数増）、声としては小さい。 
加えて、アジア経済研究所とWTO等との連携研究（Degain, Meng and Wang 2017）か
らわかるように、米国製造業の雇用及び実質賃金の変化は米国国内労働市場における調整と
も密接に関係する。1995年から 2009年の間、米国の実質賃金の低迷は未熟練労働者（low-
skilled labor）にしか見られず、熟練労働者（high-skilled labor）は大きな利益を得ていた。
このような現象はグローバル・バリューチェーンへの参加度の高い産業ほど顕著となってい
る。一方で、職を失った製造業部門の未熟練労働者が短期間のうちに製造業部門内あるいは
非製造業で新たに職を得ることは容易ではなく、職業訓練など様々な政策のサポートが必要
であり、米国の国内政策の在り方が問われている 6。 
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中国では輸入増が輸出増をもたらす可能性も 
 
このように米国が対中貿易赤字を問題視する中、最近の中国側の対応はどうか。一例を挙
げると、2018年 11月に上海で国際輸入博覧会が開催され、中国政府主導の輸入促進の動き
がはっきりと見えてきた。従来、官による輸出促進はよく見られたが、輸入促進は珍しい。
これは米国の圧力の下で対米貿易黒字を減らそうとの思惑が中国にあるものと思われる。し
かし、Shang-Jin Wei教授は、輸入を促進する結果、中国の貿易黒字はかえって増加するか
もしれないと言う。その理由はどのようなものか。まず中国は労働力の豊富な国であり、絶
対的な人口規模にしても人件費にしても（世界の平均人件費の 85%程度）、労働集約型の製
品に比較優位を有するため、輸入促進策をとれば国産の資本集約型製品は容易に輸入品に代
替されることとなる。これにより、かつて国産の資本集約型製品を製造するために行われた
銀行ローン、労働、土地などの資源は、再配分を余儀なくされる。それらの生産要素が最も
流れ込みやすい受け皿は中国で比較優位を持つ製造業だが、そこには輸出部門がある。従っ
て、結果的に輸入増は輸出増を促すことにもなりかねない。 
上記のような考えは Shang-Jin Wei 教授が最近発表した NBER の論文（Ju, Shi and Wei 
2018）に示されている。つまり、労働力の豊富な途上国が輸入障壁を低下させた場合、結果
的に輸出の成長率が輸入の成長率を上回る可能性がある。その理由は、資本集約型製品の輸
入は自国の同産業の資本収益率の低下をもたらし、それが民間の資本流出を促すこととなる
ため、マクロ経済的にみれば、以前より多くの貿易黒字を維持することでしか、流出した資
本を補えない。一方、資本財が豊富な先進国の場合、輸入障壁が低下すると、それが労働集
約型製品の輸入を促し、国内の資本収益率は上昇し、より多くの資本流入がもたらされ、貿
易赤字の拡大につながる。さらにグローバル・バリューチェーンの観点に従えば、以前より
高品質かつ安い輸入中間財の利用は一国の輸出競争力を促すから、輸出増につながる。 
 
米国の大型減税策の是非 
 
ここまでの観点に加え、Shang-Jin Wei教授は、米中間の経済不均衡に関する構造的問題
のほか、2017 年に米国が実施した大規模な減税政策は行き過ぎた刺激策であり、米国の対
中国貿易赤字をさらに拡大させることへの懸念を示した。その理由は以下の通りである。ま
ず、2017 年から米国経済はすでに金融危機からの回復の兆しがはっきり見えており、大規
模な減税政策の実施はタイミングとしてよいとは言えない。むしろ経済の不確実性に備えた
今後の財政出動の余地を狭める恐れがある。特に重要なことは、大規模減税により今後 10
年で米国の財税赤字は 1兆ドルから 2兆ドル増となる見通し 7である点だ。このような国民
貯蓄の減少が家計部門の貯蓄増加や政府部門の投資減少により相殺されなければ、今後 10
年間、経常収支も最大 2兆ドル増となり、うち貿易赤字、特に対中貿易赤字は年間で 500億
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から 1,000億ドル増となる恐れがある。現在の米中貿易摩擦については、貿易ルールと貿易
政策に限って議論する傾向は強いのだが、その前に実施された米国の大規模減税の貿易収支
への影響こそ重くみるべきであると Shang-Jin Wei教授は指摘する。 
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